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神戸製鋼の 3 社が 50 年代から 60 年代初頭にかけて一貫化して旧一貫メーカー（八幡製
鉄・富士製鉄・日本鋼管）を追い上げ、一貫六社による競争的寡占体制が形成された。
本稿では、この 50 年代に新たに一貫メーカー化した 3 社のうち、とりわけその追い上
 


































としては、川崎製鉄の純利益は 1950 年 5 月から 10 月の間に 12 億円強、50 年 11 月から
51 年 4 月の間に 19 億円弱、合計 31 億円強であるのに対し、住友金属の純利益は 50 年 4
月から 9 月の間に 5 億円強、50 年 10 月から 51 年 3 月の間に 12 億円強、合計 18 億円弱
であった6。川崎製鉄の高収益が目立つ。また 1950 年の製鋼用銑鉄の使用量は、川崎製鉄




































































































































































こうした経緯を経て 50 年 11 月 7 日付けの計画（以下、第一次計画案と呼ぶ。）が発表
















30 「高炉 2，3 基の建設／川鉄３ヶ年計画で企図」『鉄鋼新聞』昭和 25 年 10 月 23 日。 






を進めた。そして 52 年 1 月、「最終案」が決定した33。第１次計画案で圧延部門（分塊設
備、ストリップ・ミル）の合計が 41 億円だったのに対し、最終案では 129.4 億円に増や











そして上記の 52 年 1 月の最終計画案では、計画を 4 期に分け、第一期は高炉 1 基、平










(2) 川崎製鉄の 50 年代前半の千葉建設とその到達点
川崎製鉄では、千葉一貫製鉄所建設計画の第一期工事の完成、とりわけ高炉の建設に全
力を挙げ39、1953 年 6 月第 1 高炉に火が入れられた。この前後は西山にとって苦難の連続
33 濱田(2005)p.157。
34 橋本(1995)p.161。









入れ近き川鉄千葉製鉄所／小田専務・浅輪取締役工場長にきく」『東洋経済新報』昭和 28 年 5 月 30 日号。
39 西山は、「来年の今頃は溶鉱炉も動くだろう。銑鉄も自社でやると屯当り七千円は安くあがる。従っ
て千葉建設のため現在は資金繰りで苦しいが１基稼動すると後は楽になる」と述べた（「目先にこだわる
な／信念を持て［西山社長談］『川崎製鉄新聞』第 29 号（昭和 27 年）」
Hosei University Repository
＜査読付き研究ノート＞





同社の 1951 年 5 月から 56 年 4 月までの 5 年間の有形固定資産と減価償却引当金との
増加額から、名目的な資産の増加である再評価差額を引いて約 172 億円が設備投資額に相
当する。51 年 4 月末の総資産が 323 億円であることから考えても巨額の設備投資である。
この設備投資に伴い、51 年 4 月には 46％だった同社の固定比率は急速に上昇し、54 年
10 月期には 161％にまで達した。また固定長期適合比率は 52 年 10 月期には 100％を超え
た。同社の株価は、53 年 11 月に額面を割り、54 年 4 月からは 30 円台に低迷、11 月 10
日には 27 円にまで下がった41。同年 10 月期には純利益は 1 億 4 千万円となり、同社は同
期の配当を行わないことを決定した42。




















40 「川崎製鉄の資金問題は 1952 年末から 53 年に経営上の大きな課題になったと思われる」橋本（2001）。
41 鉄鋼新聞社（1971）p.671。






































年 11 月 22 日）、「新扶桑金属ではこのほど長期計画を立案、去る（11 月－筆者）廿二日日向部長が鉄鋼
局を訪問説明49」した（『鉄鋼新聞』昭和 25 年 11 月 27 日）。また、「新扶桑金属では銑鉄を自給するため
高炉建設計画を樹てているが、許可申請書は二十四日通産省に提出することになった、同社和歌山製造所
に高炉（六百㌧）二基を建設、現在の平炉四基を整備し、均熱炉、分塊ロール、鋼片工場を新設、電縫鋼
管條鋼、帯鋼工場を併置する」（『日本経済新聞』昭和 25 年 11 月 23 日）。ただし「川鉄などの高炉新設
とは異なり」、八幡、富士の「遊休高炉」の譲渡を受ける計画だった（『日刊工業新聞』昭和 25 年 11 月
21 日）。
50 『日刊工業新聞』昭和 25 年 12 月３日。 
51 『日本経済新聞』昭和 25 年 12 月 15 日。 
52 『日刊工業新聞』昭和 26 年１月 11 日。 
53 同上昭和 26 年１月 21 日。 




出される」が、それは「圧延設備に重点的に投下する」（同上昭和 26 年 1 月 7 日）。
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の高炉である日産 350 トン高炉でも年産 12～13 万トン程度57となるが、住友金属の既存
の 3 工場の製鋼工程における銑鉄使用量は 52 年の実績で７トン強であった58。従って同社
が高炉を建設すれば多量の銑鉄が過剰になる。しかし小倉を合併して 350 トン高炉ととも
















階構想」をもっていたと述べている。確かに 1950 年代後半の事実経過は一貫化の 2 段階
とも見える。しかし前述のように合併した小倉製鉄所の高炉 2 基があればその当時の鋼材
56 「高炉計画未だ捨てず」『日刊工業新聞』昭和 26 年８月 18 日。 
57 小倉製鋼（製鉄所）350 トン高炉の 52 年の銑鉄年産は 11 万トン強、53 年は 13 万トン強である（『製
鉄業参考資料』）。






























川崎製鉄の株価が極端に低迷した 53 年から 54 年にかけて、住友金属の株価ははるかに上
にあった。即ち川鉄株が額面を割った 53 年 11 月には 144 円強であり、その後徐々に下が
りはしたが、川鉄株が 27 円になった 54 年 11 月にも 50 円台の値をつけていた62。
4. 1950年代後半の川崎製鉄と住友金属
4.1 戦略的課題と制約条件の変化
1955 年から 56 年にかけて、日本経済は活況を呈し、鉄鋼需要も急上昇した。高度成長
がはじまったのである。55 年度の粗鋼生産は前年比 24％増の 979 万トンとなった。経済
企画庁は 55 年 12 月に発表した「経済自立 5 カ年計画」において、60 年度の鉄鋼生産計
画は粗鋼 1,117 万トン（同 788 万㌧の 41.5％増）とした。しかし実際の生産はこの計画を
さらに上回る急ペースで伸び始め、56 年度の粗鋼生産実績 1,168 万トンを記録63、早くも
60 年度の計画をオーバーした。「日本鉄鋼業の宿願とした鋼年産 1000 万屯の目標がここ
に軽く達成された64」のである。
この 56 年の生産増大を見ながら同年 5 月に作成された「鉄鋼需給長期 20 カ年計画」に
おいては 60 年度の粗鋼生産計画は 1,267 万トンに拡大された。さらに翌 57 年 4 月に訪米
































年 5 月にその見通しを得た。さっそく工事にとりかかり、ホット・ストリップ・ミルは 58
年 4 月、コールド・ストリップ・ミルは同年６月に完成し、同製鉄所における大量生産方
式による一貫生産体制が確立した。またこの工事と並行して第 2 高炉の建設工事も第 2 次
世銀借款を得て進められ、58 年 3 月に完成した。
1956 年 4 月末から 62 年 4 月末までの 6 年間の有形固定資産と減価償却引当金の合計は
867 億円弱が増加した。この時期の設備投資額は、50 年代前半のそれに比べさらに厖大な
ものであった。このため固定比率も相変わらず高く、59 年 10 月末には 183％にまで上昇
するが、60 年に入りやや落ちつきを見せ、62 年 3 月末には 130％にまで下がる。固定長
期適合比率は 50 年代前半のように 100％を超えることはなかったが、設備資金難は続い
ていた。
千葉製鉄所は、前述の一貫生産体制の確立に続いて、60 年 4 月には第 3 高炉と第 6 平
炉を増設した。同製鉄所の粗鋼生産は、60 年に 147 万トン、61 年には 200 万トン弱へと






4.3 住友金属の 1950 年代後半の戦略と投資行動
(1) 住友金属の戦略
住友金属では前述のように制約条件がかなり解消されたことにが明らかになりつつあっ
た 1955 年 12 月、全社的な組織として鉄鋼長期計画委員会を設置して第二次合理化計画の
策定作業を開始し、「和歌山、小倉の両製鉄所に、それぞれ独自の長期計画を立案するよう















年末に決定した後、57 年 5 月に通産省の世銀借款希望調査に対し、和歌山の第一高炉関連
工事費 260 億円の 7 割にあたる 5,000 万ドル（180 億円）の希望を申し出て、58 年 7 月
に 3,300 万ドル（118 億円８千万円）の世銀借款が成立した72。これによりようやく資金
の目処がつき資金面の制約条件を解消した同社は、これ以降設備投資を積極化させた73。
59 年６月には、第一高炉完成予定を半年繰り上げて 61 年 3 月とし、またホット・ストリ
ップ・ミル（うち薄板関係設備）及び中径溶接鋼管設備の完成予定を 62 年 3 月に、厚板
関係設備を 62 年 12 月に、それぞれ繰り上げた。ただしコールド・ストリップ・ミルは
64 年 10 月に繰り延べられた。
1956 年 3 月末から 62 年 3 月末までの 6 年間に有形固定資産と減価償却引当金は 757
億円増えた。川崎製鉄の巨額の投資額に近い額である。
これに伴い、50 年代前半には安定していた固定比率も急上昇し、57 年 9 月末に 100％
を超え、62 年 3 月末には 199.7％にまで上昇している。58 年 9 月期には減配74した。
69 住友金属工業㈱小倉製鉄所（1993）p.23。
70 住友金属工業社史編集委員会（1967）p.14。




画が軌道にのった感じがしましたね」と語っている（『エコノミスト』昭和 40 年 8 月 3 日号）
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同社の 60 年の粗鋼生産シェアは 6.0％で、55 年のそれ（6.1％）より若干ではあるが下
がった。「私のほうは小倉の近代化が一段落してから、和歌山の建設にかかったから遅れま
した。しかしあとでは川崎製鉄と並ぶようになった75」と日向は後に述べているが、同製




















告（アメリカ大統領資源対策委員会報告）は、1975 年の日本の粗鋼生産予想は 1,160 万ト
ンとしたが、これは「当時の日本としては想像もできなかったような高い目標であった76」。
しかし西山は日本の粗鋼年産 1,000 万トン近いという強気の見通しに立って戦略を立て










時の川鉄の粗鋼生産シェアは８％台である。仮に 10％のシェアを目指すとして、同社の生産が 100 万ト
ンで十分とみていたとすれば、数年後の日本鉄鋼業の粗鋼生産は 1,000 万トンになるとみていたことにな
る。 










































































田畑新太郎（1957）「鉄鋼第二次合理化計画を概観して」『鉄鋼界』昭和 32 年 2 月号、pp.13-26。
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